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R7.6.20 沼田資料

令和8年度診療報酬改定の流れ

「個別改定項目について」に点数が
入る。

3/6？ 告示・通知

2月中旬 答申
（中医協→大臣）

1月下旬～2月初旬
個別改定項目の審議

1月初旬 諮問（大臣→中医協）

1月中旬 公聴会

12月中旬 令和8年度診療報酬改定の
基本方針（社会保障審議会)）

改定の具体的な内容の公表

算定要件・施設基準が判明

1月初旬
「これまでの議論の整理」の審議

6/1 算定開始

「経済財政運営と改革の基本方針 2025」経済税制諮問委員会（R7.6.6)
２．主要分野ごとの重要課題と取組方針（１）全世代型社会保障の構築
2024年度診療報酬改定による処遇改善・経営状況等の実態を把握・検証し、

2025年末までに結論が得られるよう検討する。

脚注）社会保障関係費については、医療・介護等の現場の厳しい現状を踏まえ、
これまでの歳出改革を通じた保険料負担の抑制努力も継続しつつ、令和７年春季
労使交渉における力強い賃上げの実現や昨今の物価上昇による影響等を踏まえな
がら、経営の安定や現場で働く幅広い職種の方々の賃上げに確実につながるよう、
的確な対応を行う。高齢化や高度化等による増加分に、こうした経済・物価動向
等を踏まえた対応による増加分を加えた、いわゆる自然増から、これまでの歳出
改革努力を継続する。
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令和8年度診療報酬改定説明会の状況

3/5頃 告示・通知

2月中旬 答申（中医協→大臣）

1月中旬 個別改定項目（その1）

6/1 算定開始

3月中旬 各病院団体等説明会

3月中旬か 日精協説明会

4月中旬 精神科医事研（詳細説明）

2月中旬 精神科医事研（概要説明）

3/5頃 厚労省 YouTube配信（前回）

3月末 疑義解釈資料（その1）発出

・点数は上がる
・診療所は下がる 病院は上げる

ネクスト研修会では随時情報提供
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診療報酬算定について （注意点 ピックアップ）

A000 医療DX推進整備加算

A214 看護補助加算

A214 注4 看護補助体制充実加算

A230 精神病棟入院時医学管理加算

A245 データ提出加算

A246-2 精神科入退院支援加算

A250 薬剤総合評価調整加算

D283 発達及び知能検査

D284 人格検査

D285 認知知能検査その他の心理検査

I002 通院・在宅精神療法



A000 医療DX推進整備加算
R7.6 沼田

R6.3.5 厚生労働省資料 15

診察室で閲覧できる。
電子処方箋の発行で区分分け
マイナンバーカードの使用実績
届出が必要



電子処方箋の要件 あり

電子処方箋の要件 ない

R7.6 沼田
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A214 看護補助加算

R7.6 沼田
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看護補助加算（１日につき） 加算１(30対1) 141点、加算２(50対1) 116点、加算３(75対1) 88点

看護補助加算に係る看護補助業務に従事する看護補助者は、基礎知識を習得できる内容を含む院内研修を年１回以上受
講した者であること。なお、院内研修の内容については、別添2の第2の11の１の(4)の例による。

看護補助者の研修

別添2の第2の11の(4)
 (4) 以下の基礎知識を習得できる内容を含む院内研修を年１回以上受講した者であること。なお、アについては、内
容に変更がない場合は、２回目以降の受講は省略して差し支えない。

ア 医療制度の概要及び病院の機能と組織の理解

イ 医療チーム及び看護チームの一員としての看護補助業務の理解
ウ 看護補助業務を遂行するための基礎的な知識・技術
エ 日常生活にかかわる業務
オ 守秘義務、個人情報の保護
カ 看護補助業務における医療安全と感染防止 等 毎年

当該病棟の全ての看護職員（所定の研修を修了した看護師長等を除く。）が院内研修を年１回以上受講していることが
望ましいこと。ただし、内容に変更がない場合は、２回目以降の受講は省略して差し支えない。なお、院内研修の内容
については、別添2の第2の11の(6)の例による。

看護職員の研修

別添2の第2の11の(6)
 (6) 当該病棟の全ての看護職員が次のイの内容を含む院内研修を年１回以上受講していることが望ましいこと。ただ
し、それぞれの研修については、内容に変更がない場合は、２回目以降の受講は省略して差し支えない。
イ 次の内容を含む院内研修
(ｲ) 看護補助者との協働の必要性 (ﾛ) 看護補助者の制度的な位置づけ
(ﾊ) 看護補助者と協働する看護業務の基本的な考え方 (ﾆ) 看護補助者との協働のためのコミュニケーション
（ﾎ) 自施設における看護補助者に係る規定及び運用



ア 次に掲げる所定の研修
(ｲ) 国、都道府県又は医療関係団体等が主催する研修であること（５時間程度）
(ﾛ) 講義及び演習により、次の項目を行う研修であること

① 看護補助者の活用に関する制度等の概要
② 看護職員との連携と業務整理
③ 看護補助者の育成・研修・能力評価
④ 看護補助者の雇用形態と処遇等

A214 看護補助加算

R7.6 沼田
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看護補助加算（１日につき） 加算１(30対1) 141点、加算２(50対1) 116点、加算３(75対1) 88点

当該病棟において、看護職員と看護補助者との業務内容及び業務範囲について、年１回以上見直しを行うこと。

業務等の見直し

当該病棟の看護師長等は、次のアに掲げる所定の研修（修了証が交付されるものに限る。）を修了していることが望ま
しいこと。

看護師等の研修

「１日に看護補助を行う看護補助者の数は、常時、当該病棟の入院患者の数が30又はその端数を増すごとに１
     に相当する数以上であること」 とは

例）入院患者49名、加算１（30対１)、看護補助者月延べ勤務時間数 1,196時間、勤務日数30日 とした時
必要数 49（人）÷30（30対1）×3（1日8時間3交代）＝ 4.89999  4人と0.899（端数＝余り） → 合計 5人
時間数 1,196 ÷（30×8）＝4.983 → 4.9（少数点2以下切り捨て）

基準を下回っている。
あと、4時間あれば1,200時間でクリアー

お願いです。
あと半日働

いて

事務長さんの
お願いなら、
OKです。

勤務予定表が出たときに確認をする。



A214注4 看護補助体制充実加算
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注4  看護補助体制充実加算１ 20点 看護補助体制充実加算２ 5点

【施設基準】通知
(1) 看護補助体制充実加算１の施設基準
ア 当該保険医療機関において3年以上の看護補助者としての勤務経験を有する看護補助者が5割以上配置されていること。
イ 看護補助体制充実加算に係る看護補助業務に従事する看護補助者は、基礎知識を習得できる内容を含む院内研修を
   年１回以上受講したものであること。なお、研修の内容については、別添２の第２の11の(４)の例による。ただし、
   エについては、看護補助者が行う業務内容ごとに業務範囲、実施手順、留意事項等について示した業務マニュアルを
   作成し、当該マニュアルを用いた院内研修を実施していること。
ウ 当該病棟の看護師長等は所定の研修を修了していること及び当該病棟の全ての看護職員（所定の研修を修了した看護
   師長等を除く。）が院内研修を年１回以上受講していること。ただし、内容に変更が無い場合は、２回目以降の受講
   は省略して差し支えない。なお、当該研修のそれぞれの内容については、別添2の第2の11の(6)の例による。
エ 当該保険医療機関における看護補助者の業務に必要な能力を段階的に示し、看護補助者の育成や評価に活用している
   こと。
(2) 看護補助体制充実加算２の施設基準
(1)のイ及びウを満たすものであること （ 〇印のもの）

・経験年数は当該病棟
・師長等の研修修了は必須

〇留意事項
「注４」については、当該患者について、身体的拘束を実施した日は、看護補助体制充実加算１の届出を行っている場
合であっても、看護補助体制充実加算２を算定すること。この場合において、看護補助体制充実加算２の届出は不要で
ある。

疑義解釈（R6.9.27）その12
問１ 「A103」精神病棟入院基本料又は「A104」特定機能病院入院基本料（精神病棟）を算定する病棟に入院する患者
に対して身体的拘束を行った日についても、「A214」看護補助加算の注４の看護補助体制充実加算における身体的拘束
を実施した日に該当するのか。
（答）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）の規定に基づいて身体的拘束を実施した場
合は該当しない



医療法施行規則第十九条第一項第一号
一 医師 精神病床及び療養病床に係る病室の入院患者の数を三をもつて除した数と、精神病床及び
療養病床に係る病室以外の病室の入院患者（歯科、矯正歯科、小児歯科及び歯科口腔くう外科の入院
患者を除く。）の数と外来患者（歯科、矯正歯科、小児歯科及び歯科口腔くう外科の外来患者を除
く。）の数を二・五（精神科、耳鼻咽喉科又は眼科については、五）をもつて除した数との和（以下
この号において「特定数」という。）が五十二までは三とし、特定数が五十二を超える場合には当該
特定数から五十二を減じた数を十六で除した数に三を加えた数

A230 精神病棟入院時医学管理加算

R7.6 沼田
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精神病棟入院時医学管理加算（１日につき） ５点
注 医師の配置その他の事項につき別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして

保険医療機関が地方厚生局長等に届け出た精神病棟に入院している患者（第１節の入院基本料（特別
入院基本料等を含む。）のうち、精神病棟入院時医学管理加算を算定できるものを現に算定している
患者に限る。）について、所定点数に加算する。

【施設基準】告示
二十五 精神病棟入院時医学管理加算の施設基準
(1) 医療法施行規則第十九条第一項第一号の規定中「精神病床及び療養病床に係る病室の入院患者の

数を三をもつて除した数」を「精神病床に係る病室の入院患者の数に療養病床に係る病室の入院
患者の数を三をもつて除した数を加えた数」と読み替えた場合における同号に定める医師の員数
以上の員数が配置されていること。

(2) 当該地域における精神科救急医療体制の確保のために整備された精神科救急医療施設であること。

例）精神病床の入院患者：96人 療養病床の入院患者：0人
「精神病床及び療養病床に係る病室の入院患者の数を三をもつて除した数」とは

（96＋0)÷3＝32（精神病床の患者数は32） 入院に間する医師数は 2名
「精神病床に係る病室の入院患者の数に療養病床に係る病室の入院患者の数を三をもつて除した数
を加えた数」

96＋0÷3＝96  （精神病床の患者数は48） 入院に関する医師数は 6名

「医師の数」のこと
入院患者16名に1名が基本

医療法に定める人
員配置の詳細は
「精神科テキスト
詳細資料集」（QR
コード）に記載し
ています。



項目 区分 200床以上 200床未満

データ提出加算１ 入院初日 145点 215点

データ提出加算２ 入院初日 155点 225点

データ提出加算３ 入院期間が90日を超えるごと1回（91日目、181日目等） 145点 215点

データ提出加算４ 入院期間が90日を超えるごと1回（91日目、181日目等） 155点 225点

A245 データ提出加算と入院料

R7.6 沼田
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厚生労働省保険局医療課長令和５年
４月28日

当該調査年度において、データ提出
の遅延等が累積して３回認められた
場合には、３回目の遅延等が認めら
れた日の属する月に速やかに変更の
届出（様式40の８の提出）を行うこ
ととし、当該変更の届出を行った日
の属する月の翌月から算定できなく
なること。この場合、データ提出加
算の届出が施設基準の１つとなって
いる入院料についても算定できなく
なるため十分に注意すること。なお、
「遅延等」の考え方は１の（３）と
同様である。

R6.3.5 厚生労働省資料



A245 データ提出加算
R7.6 沼田
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【データ提出加算 施設基準】

(1) A207 診療録管理体制加算に係る届出を行っていること
(2) DPC調査に参加できる体制であること
(3) DPC調査の退院患者調査に準拠したデータを提出すること。データ提出加算1及び3は入院患者データ、

データ提出加算3及び4は外来患者データを提出すること。
(4) 「コーディング委員会」を設置し、年2回以上当該員会を開催すること

【診療録管理体制加算 施設基準】

●診療録管理体制加算１
(1) 診療記録（過去5年間の診療録及び過去3年間の手術記録、看護記録等）の全てが保管・管理されていること。
(2) 中央病歴管理室が設置されている。
(3) 診療録管理部門又は診療記録管理委員会が設置されていること。
(4) 診療記録の保管・管理のための規程が明文化されていること。
(5) 年間の退院患者数2,000 名ごとに１名以上の専任の常勤診療記録管理者が配置されており、うち１名以上が専従

であること
(6) 入院患者についての疾病統計には、ICD４桁又は５桁の細分類項目に沿って疾病分類がなされていること。
(7) 電子的な一覧表を有し、保管・管理された診療記録が、任意の条件及びコードに基づいて検索・抽出できること。
(8) 全診療科において退院時要約が全患者について作成されていること。また、前月に退院した患者のうち、退院日

の翌日から起算して14日以内に退院時要約が作成されて中央病歴管理室に提出された者の割合が毎月９割以上であ
ること。なお、退院時要約については、全患者について退院後30日以内に作成されていることが望ましい。

(9) 患者に対し診療情報の提供が現に行われていること。
(10) 許可病床数が200床以上の保険医療機関については、専任の医療情報システム安全管理責任者を配置すること。、

当該責任者は、職員を対象として、少なくとも年１回程度、定期的に研修を行っていること。
(11) 非常時に備えた医療情報システムのバックアップを複数の方式で確保していること。
(12) 年１回程度、定期的に当該ＢＣＰに基づく訓練・演習を実施すること。
●診療録管理体制加算２
(1) １の(1)から(10)までを満たす
●診療録管理体制加算３
(1) １の(1)から(4)   (2) １名以上の専任の診療記録管理者が配置されていること。
(3) ICD大分類程度以上の疾病分類がされていること。 (4) 保管・管理された診療記録が疾病別に検索・抽出できる
こと。 (5) 全診療科において退院時要約が全患者について作成されていること。



A245 データ提出加算のスケジュール

23令和７年度A245データ提出加算に係る説明資料(令和7年5月9日)厚生労働省保険局医療課



A246-2 精神科入退院支援加算
R7.6 沼田
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精神科入退院支援加算（退院時１回） 1,000点
注1 注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出

た保険医療機関が、次に掲げる入退院支援のいずれかを行った場合に、退院時１回に限り、所定点数
に加算する。

【施設基準】告示
三十五の六の二 精神科入退院支援加算の施設基準
(2) 当該部門（入退院支援部門）に入退院支援及び地域連携に係る業務に関する十分な経験を有する
専従の看護師又は専従の精神保健福祉士が配置されていること。
(3) 当該部門に専従の看護師が配置されている場合にあっては専任の精神保健福祉士が、専従の精神
保健福祉士が配置されている場合にあっては専任の看護師が配置されていること。
(4) 各病棟に、入退院支援及び地域連携業務に専従として従事する専任の看護師又は精神保健福祉士
が配置されていること。

精神保健福祉士と看護師
の専従・専任要件の関係

入退院支援及び地域連携業務に専従する看護師又は精神保健福祉士が、各病棟に専任で配置されていること。

以前からある一般科の 「A246 入退院支援加算」に同様の文言があります。「選任で配置」の解釈は、
最初の部分にある「専従する」ことになりますので、病棟専任配置職員を看護師にすると、その看護師
は看護業務ができません。

精神保健福祉士の専任者（業務は専従）看護師の専従者

病 棟入退院支援部門例）

看護師の専任者（業務は専従）精神保健福祉士の専従者

入退院支援加算の注意事項は
「精神科テキスト詳細資料集」
（QRコード）も参考に



A246-2 精神科入退院支援加算
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疑義解釈その27（R7.5.29)
【入退院支援加算１、精神科入退院支援加算】 
（問２）「A246」入退院支援加算１の施設基準において「入退院支援及び地域連携業務に専従する看護師又は社会福祉
士が、当該加算の算定対象となっている各病棟に専任で配置されていること」とされており、また、「A246-2」精神科
入退院支援加算の施設基準において「入退院支援及び地域連携業務に専従する看護師又は精神保健福祉士が、当該加算
の算定対象となっている各病棟に専任で配置されていること」とされているが、入退院支援及び地域連携業務に専従す
る看護師が、入退院支援加算１を算定する病棟に配置する専任の看護師と精神科入退院支援加算を算定する病棟に配置
する専任の看護師を兼ねることは可能か。
（答）可能。ただし、配置される病棟は１人につき２病棟、計120床までに限る。

（問３）社会福祉士と精神保健福祉士の両方の資格を有しており、入退院支援及び地域連携業務に専従する職員が、入
退院支援加算１を算定する病棟に配置される専任の社会福祉士と精神科入退院支援加算を算定する病棟に配置される専
任の精神保健福祉士を兼ねることは可能か。
（答）可能。ただし、配置される病棟は１人につき２病棟、計120床までに限る

一般病棟 精神科病棟

A246 入退院支援加算 A246-2 精神科入退院支援加算

病棟配置の社会福祉士と
精神保健福祉士の両資格保有者

病棟配置の精神保健福祉士と
社会福祉士の両資格保有者

兼務可能

病棟配置の専従の看護師病棟配置の専従の看護師 兼務可能



A250 薬剤総合評価調整加算
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薬剤総合評価調整加算（退院時１回） 100点
注１ 入院中の患者について、次のいずれかに該当する場合に、退院時１回に限り所定点数に加算する。
イ 入院前に６種類以上の内服薬（特に規定するものを除く。）が処方されていた患者について、当該処方の内容を総
合的に評価した上で、当該処方の内容を変更し、かつ、療養上必要な指導を行った場合

ロ 精神病棟に入院中の患者であって、入院直前又は退院１年前のいずれか遅い時点で抗精神病薬を４種類以上内服し
ていたものについて、当該抗精神病薬の処方の内容を総合的に評価した上で、当該処方の内容を変更し、かつ、療養
上必要な指導を行った場合

入院前に６種類以上の内服薬 精神病棟に入院。入院直前などで抗精神病薬を４種類以上内服又は

多職種連携の上、処方内容の変更

カンファレンスではなく連携

評価した内容や変更の要点

診療録に記載

ポリファーマシー対策に関する手順書の作成と周知

薬剤調整加算 150点 加算
注２ 次のいずれかに該当する場合に、薬剤調整加算として150点を更に所定点数に加算する。
イ 注１のイに該当する場合であって、当該患者の退院時に処方する内服薬が２種類以上減少した場合
ロ 注１のロに該当する場合であって、退院日までの間に抗精神病薬の種類数が２種類以上減少した場合その他これに
準ずる場合

持参薬の確認及び内服薬の総合的な評価及び変更に当たっては、「高齢者の医薬品適正使用の指針（総論編）」（厚生労働省）、「高齢者の
医薬品適正使用の指針（各論編（療養環境別））」（厚生労働省）、日本老年医学会の関連ガイドライン（高齢者の安全な薬物療法ガイドラ
イン）、「病院における高齢者のポリファーマシー対策の始め方と進め方」（厚生労働省）、「ポリファーマシー対策の進め方」（日本病院
薬剤師会）等を参考にすること。



D283 発達及び知能検査
D284 人格検査
D285 認知知能検査その他の心理検査
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（心理検査と傷病名の関係）
・発達及び知能検査

高次脳機能障害、知的障害、認知症、発達障害
・人格検査

うつ病、外傷後ストレス障害、高次脳機能障害、神経症、人格障害、
性同一性障害、適応障害、統合失調症、躁うつ病

・認知機能検査その他の心理検査
うつ病、アルツハイマー病、外傷後ストレス障害、高次脳機能障害、
神経症、人格障害、統合失調症、認知症、発達障害、 躁うつ病

（知能検査と対象年齢）
・鈴木ビネー 2歳～18歳11ヶ月
・田中ビネー 2歳～成人
・WAIS－Ⅲ 16歳～89歳
・WAIS－Ⅳ 16歳～90歳11ヶ月
・WISC－Ⅲ、Ⅳ 5歳～16歳11ヶ月



I002 通院・在宅精神療法
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〇 診療録に記載・診療報酬明細書の摘要欄に記載

通院・在宅精神療法を行った患者に対して、１回の処方において２種類以上の抗うつ薬又は２種類
以上の抗精神病薬を投与した場合は、投与した抗うつ薬又は抗精神病薬の種類数及びその医療上の必
要性並びに副作用等について患者に説明し、説明した内容を診療録に記載するとともに、説明を行っ
た旨を診療報酬明細書の摘要欄に記載する。

２種類以上の抗うつ薬又は２種類以上の抗精神病薬

１回の処方

種類数・医療上の必要性・副作用等

診療録に
記載

種類数・医療上の必要性・副作用等

患者に説明

レセプト電算用コード 820101188
「投与した抗うつ薬又は抗精神病薬の種類数及びその医
療上の必要性並びに副作用等について説明を行った」

診療報酬明細書の
摘要欄に記載



精神疾患とは
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（算定の原則）
精神疾患とは、ICD-10（国際疾病分類）の第５章「精神および行動の障害」に該当する疾病並びに第６章に規定する

「アルツハイマー<Alzheimer>病」、「てんかん」及び「睡眠障害」に該当する疾病をいう。
 （診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について R6.3.5 保医発0305第４号）

ICD-10分類
第５章「精神および行動の障害」に該当する疾病 → F00-F99
第６章に規定する「アルツハイマー<Alzheimer>病」に該当する疾病 → G30
第６章に規定する「てんかん」に該当する疾病 → G40
第６章に規定する「睡眠障害」に該当する疾病 → G47

F00-F99
F00-F09 症状性を含む器質性精神障害 F10-F19 精神作用物質使用による精神及び行動の障害
F20-F29 統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害 F30-F39 気分［感情］障害
F40-F48 神経症性障害，ストレス関連障害及び身体表現性障害 F50-F59 生理的障害及び身体的要因に関連した行動症候群
F60-F69 成人の人格及び行動の障害 F70-F79 知的障害＜精神遅滞＞ F80-F89 心理的発達の障害
F90-F98 小児＜児童＞期及び青年期に通常発症する行動及び情緒の障害 F99-F99 詳細不明の精神障害

G30 アルツハイマー＜Alzheimer＞病 G40 てんかん G47 睡眠障害

認められる具体的な傷病名（一部例）
てんかん精神病、症状精神病、アルコール依存症、アルコール精神病、覚醒剤精神病、統合失調症、心因性妄想精神病、急性
一過性精神病性障害、非定型精神病、躁状態・躁うつ病、うつ状態、気分循環症、社会恐怖症・対人恐怖症・恐怖症性不安障
害、不安神経症、強迫性障害、心的外傷ストレス障害（PTSD）・適応障害、解離性健忘・解離性運動障害・解離性障害、心気
症、神経衰弱、拒食症・異食症・摂食障害、神経症性不眠、パーソナリティ障害、性同一性障害・性的倒錯、学習障害、自閉
症・小児自閉症、注意欠陥性多動障害・多動性障害・行為障害、小児期反応性愛着障害・チック、児童・思春期精神疾患、心
因反応、錯乱状態・情緒障害・登校拒否、過食症、老人性（老年期）精神病、、認知症、神経症性うつ状態、知的障害、発達
障害、レビー小体型認知症、てんかん、不眠症、ナルコレプシー

原則として認められないもの
不随意運動、失語症、自律神経失調症、脳出血後遺症・脳梗塞後遺症、更年期症候群、頭痛、心身過労状態



算定要件に必要時間がある主な項目
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I002 通院・在宅精神療法 初診の日 30分以上、再診の日 5分超え

I002 通院・在宅精神療法 注4 児童思春期精神科専門管理加算 60分以上の専門的な精神療法

I001 入院精神療法（Ⅰ） 精神保健指定医が30分以上

I003 標準型精神分析療法 診療に要した時間が45分を超えたとき

I003-2 認知療法・認知行動療法 診療に要した時間が30分を超えたとき

I005 入院集団精神療法 1日につき1時間以上

I006-2 依存症集団療法
薬物依存（90分以上） ギャンブル依存（60分以上） アルコール依存（60分以上)

I006 通院集団精神療法 1日につき1時間以上

I007 精神科作業療法 1日につき2時間を標準

I008 入院生活技能訓練療法 1日につき1時間を標準

I002 通院・在宅精神療法 注9 心理支援加算 公認心理士師が対面で30分以上

I008-2 精神科ショート・ケア 1日につき3時間を標準

I009 精神科デイ・ケア 1日につき6時間を標準

I010 精神科ナイト・ケア 1日につき4時間を標準

I010-2 精神科デイ・ナイト・ケア 1日につき10時間を標準

I012 精神科訪問看護・指導料 注4 複数名精神科訪問看護・指導加算 30分以上

I012 精神科訪問看護・指導料 注5 長時間精神科訪問看護・指導加算 90分を超えた場合

I015 重度認知症患者デイ・ケア料 6時間以上



算定期間に制限がある主な項目
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A230-3 精神科身体合併症管理加算 治療開始日から15日間

A231-3 依存症入院医療管理加算 入院した日から60日を限度

A229 精神科隔離室管理加算 月に7日以内

B001 2 特定薬剤治療管理料 月1回に限り

B001 6 てんかん指導料 月1回に限り

B001-6 肺血栓塞栓症予防管理料 入院中1回

I001 入院精神療法（Ⅰ） 入院の日から起算して3月を限度として週3回に限り算定

B005-13 こころの連携指導料（Ⅱ） 月1回に限り

I001 入院精神療法（Ⅱ） 入院の日から起算して4週間以内は週2回
入院の日から起算して4週間を超える期間場合は週1回
ただし、精神保健指定医が認めた場合は週2回

A231-4 摂食障害入院医療管理加算 入院した日から60日を限度

I002 通院・在宅精神療法 退院後4週間以内の期間は週2回、その他は週1回

I002 通院・在宅精神療法 注5 特定薬剤副作用評価加算 月に1回に限り

I002-2 精神科継続外来支援・指導料 1日に1回に限り

I002 通院・在宅精神療法 注7 措置入院後継続支援加算 3月に1回に限り

I002 通院・在宅精神療法 注8 療養生活継続支援加算 月1回に限り

I002 通院・在宅精神療法 注9 心理支援加算 月2回に限り



精神科で算定出来そうでできない項目
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A247 認知症ケア加算（1日につき）

14日以内の期間 15日以上の期間

認知症ケア加算１ 180点 34点

認知症ケア加算２ 112点 28点

認知症ケア加算３ 44点 10点

【認知症ケア加算】
・認知症ケアに係る専門知識を有した多職種からなるチーム
・病院職員全体で入院前の状況調査や認知症ケア研修
・認知症ケア計画の定期的評価、家族も含めた退院支援
など

※ 精神病棟入院基本料の加算に該当しない。

A247-2 せん妄ハイリスク患者ケア加算（入院中1回）100点

「精神科病院なんだから
このくらいは当然やりなさい。」
との考えでしょうか。

せん妄とは、「せん妄とは、身体疾患や医薬品、物質中毒・離脱などにより惹起され、他の神経認知障害では説明できな
い、急性に発症する注意・意識・認知の障害である」（厚生労働省）「典型的には、比較的高齢の患者さんが何らかの病
気で入院したり、手術を受けた後に、急におかしなことを言い出したり、幻覚が見えたり、興奮したり、安静にできなく
なってしまいます。」（日本精神神経学会）

せん妄の診断基準

A 注意および認識の障害

注意を向けたり、集中することが難しい

まわりの状況をきちんと理解することが難しい

B 症状が短時間のうちに出現し、変動する傾向がある

数時間から数日で起こり、１日のうちで変化する

C 認知の障害の付加

記憶違いや幻覚、錯覚などが見られる

D A,Cは他の精神疾患では説明されない

E 身体疾患や物質の中毒などが原因となっている

米国精神医学会精神障害の診断と統計マニュアル第5版より改変（日本精神神経学会編）

せん妄 アルツハイマー型認知症

発症 急激 緩徐

日内変動 夜間や夕刻に悪化 変化に乏しい

初発症状 錯覚、幻覚、妄想、興奮 記憶力低下

持続 数時間～一週間 永続的

知的能力 動揺性 変化あり

身体疾患 あることが多い 時にあり

環境の関与 関与することが多い 関与ない

せん妄とアルツハイマー型認知症の臨床的特徴

東京都健康長寿医療センター研究所 粟田主一先生作成



連携が必要な主な項目
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A238-6 精神科救急搬送患者地域連携紹介加算（退院時１回） 1,000点
A238-7 精神科救急搬送患者地域連携受入加算（入院初日） 2,000点

A238-7 精神科救急搬送患者地域連携受入加算
注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険医療機関が、他の保
険医療機関においてA238-6に掲げる精神科救急搬送患者地域連携紹介加算を算定した患者を入院させた場合に、当該患
者（第１節の入院基本料（特別入院基本料等を除く。）又は第３節の特定入院料のうち、精神科救急搬送患者地域連携
受入加算を算定できるものを現に算定している患者に限る。）について、入院初日に限り所定点数に加算する。

B005-10-2 ハイリスク妊産婦連携指導料２ 750点

B005-12 こころの連携指導料（１）
B005-13 こころの連携指導料（２）

B005-13 こころの連携指導料（２）
注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険医療機関において、
入院中の患者以外の患者であって、B005-12に掲げるこころの連携指導料（Ⅰ）を算定し、当該保険医療機関に紹介さ
れたものに対して、精神科又は心療内科を担当する医師が、診療及び療養上必要な指導を行い、当該患者の同意を得て、
当該患者を紹介した医師に対して当該患者に係る診療情報の文書による提供等を行った場合に、初回算定日の属する月
から起算して１年を限度として、患者１人につき月１回に限り算定する。

B005-10-2 ハイリスク妊産婦連携指導料２
注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た精神科又は心療内科を標
榜ぼうする保険医療機関において、入院中の患者以外の患者であって、精神疾患を有する又は精神疾患が疑われるもの
として産科若しくは産婦人科を担当する医師から紹介された妊婦又は出産後６月以内であるものに対して、当該患者の
同意を得て、精神科又は心療内科を担当する医師が産科又は産婦人科と連携し、診療及び療養上必要な指導を行った場
合に、患者１人につき月１回に限り算定する。

心理検査が必要
自殺対策等の研修受講

60日以内に退院



精神科の重複算定
できない主な項目

R7.6 沼田

34

I002 通院・在宅精神療法 注5 特定薬剤副作用評価加算
I002-2 精神科継続外来支援・指導料の注4 特定薬剤副作用評価加算

I002-2 精神科継続外来支援・指導料
I003-2 認知療法・認知行動療法
I005 入院集団精神療法
I006 通院集団精神療法
I006-2 依存症集団療法
I008 入院生活技能訓練療法

同月に算定できない

同一日に他の精神科専門療法は算定できない

重複算定できない

I008-2 精神科ショート・ケア
I009 精神科デイ・ケア
I010 精神科ナイト・ケア
I010-2 精神科デイ・ナイト・ケア
I015 重度認知症患者デイ・ケア

A246-2 精神科入退院支援加算
と重複算定できない

A103 注7/A312 注5 精神保健福祉士加算
A230-2 精神科地域移行実施加算 
I011 精神科退院指導料

重複算定できない
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A238-6 精神科救急搬送患者地域連携紹介加算 415件
A238-7 精神科救急搬送患者地域連携受入加算 210件

B005-12 こころの連携指導料（１） 1,334件
B005-13 こころの連携指導料（２） 1,351件
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こころの連携指導料（1） こころの連携指導料（2）NDBオープンデータ（R5年度）をまとめたもの



向精神薬と抗精神病薬、抗不安薬、
抗うつ薬、睡眠薬の違い
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向精神薬とは、中枢神経に作用し精
神機能に影響を及ぼす薬物の総称です。
抗うつ薬（主にうつ病の治療薬）、抗
不安薬（主に神経症の治療薬）、睡眠
薬（主に不眠症の治療薬）、抗精神病
薬（主に統合失調症の治療薬）などが
あります。

抗うつ薬には、三環系抗うつ薬、四環系抗うつ薬、選択的セロトニン再取り込み阻害薬（SSRI）、セロトニン・
ノルアドレナリン再取り込み阻害薬（SNRI）、ノルアドレナリン・セロトニン作動性抗うつ薬（NaSSA）などがあ
ります。これまでの三環系抗うつ薬などは、口の渇き、便秘、眠気などの副作用がありましたが、副作用の少ない
SSRIやSNRIが第一選択薬になっています。

抗不安薬は、いわゆる「精神安定剤」のことであり、不安を和らげる作用を持つ薬剤のことです。「ベンゾジア
ゼピン受容体作動薬」は依存性が認められるため長期処方制限がある薬剤です。

睡眠薬は、睡眠導入剤や眠剤などとも呼ばれたりします。ベンゾジアゼピン系、非ベンゾジアゼピン系睡眠薬が
あります。非ベンゾジアゼピン系睡眠薬は、ベンゾジアゼピン系に比べると副作用は出にくくなっていますが、健
忘などの副作用が見られます。

抗精神病薬は、統合失調症にみられる幻覚、妄想、支離滅裂な思考、および攻撃性の治療薬です。抗精神病薬には
「定型抗精神病薬」と「非定型抗精神病薬」の2種類があります。「定型抗精神病薬」は、第一世代の薬物群。それ
以降に開発された薬物群が「非定型抗精神病薬」で、第三世代の治療薬もあります。1952年のクロルプ
ロマジンの臨床応用は統合失調症治療薬として画期的なものでしたが、パーキンソン症状やいろいろな
不随意運動が起きやすいため、従来型の「定型抗精神病薬」から「非定型抗精神病薬」に切り替わって
きています。しかし、「非定型型精神病薬」には体重増加、耐糖能異常などの副作用があります。

「別紙36」に掲げる抗不安
薬、睡眠薬、抗うつ薬及び
抗精神病薬



様式９など



様式９関連（看護職員等の実質配置）
R7.6 沼田

38

平成18年診療報酬改定 基本的な考え方（看護職員等の「常時」配置について）
「診療情報提供料の体系について、患者の視点から見ると同じ情報内容でも情報 の提供元及び提供先によって負担が異
なることについての理解が得にくく、また、そもそも医療機関の機能分化及び連携にどの程度寄与しているのかが必ずし
も明らかでない。

●「現行の診療報酬体系における「2：1看護」は、一般に
は、入院患者2人につき1人の看護職員が常に配置されてい
ると受け止められがちであるが、実際には、看護職員を各
勤務帯で均等に配置したとしても、「勤務帯当たり入院患
者10人に1人（実質10：1）」の配置でしかない。
● 入院患者に療養環境に係る情報を正しく伝える観点から、
入院基本料等の体系について、現行の看護職員等の配置に
係る表記を改めるとともに、それぞれの勤務帯で実際に働
いている看護職員の数について、入院患者への情報提供を
推進する。

「2：1看護」の誤解

わかりやすい配置の表示 実際は 患者10人に看護師一人

看護職員の実質配置 平成18年改定前の看護職員配置

７対１ 1.4対１に相当

10対１ ２対１に相当

13対１ 2.6対１に相当

15対１ ３対１に相当

18対１ 3.6対１に相当

20対１ ４対１に相当

「2：1看護」は、入院患者2人つき人の看護職員が配

置されていると受け止められるが、実際は、週休2日
であり、1週間のうち、実際勤務しているのは5日間で
す。また、公休以外に有給休暇もあります。 また、
1人の看護職員が24時間働いているわけではなく、交
代勤務であり、例えば40床の病棟の「2：1看護」に日
中、看護職員が20名勤務していません。

「わかりやすい配置の表示」が目的であったはずが、スキルアップのための外部の研修会や例えば
患者療養環境改善のための会議・研修であっても、「病棟にいない」との理由で勤務時間から除くやり
方が入りました。



様式９関連（看護職員等の実質配置）
R7.6 沼田

39

（入院患者の数）
入院患者の数は、当該日の24時現在当該病棟に入院中の患者をいい、当該病棟に入院してその日のうちに退院又は死亡

した者を含むものである。また、保険診療に係る入院患者のほか、正常の妊産婦、生母の入院に伴って入院した健康な新
生児又は乳児、人間ドックなどの保険外診療の患者であって、看護要員を保険診療を担当する者と保険外診療を担当する
者とに明確に区分できない場合の患者を含むものであること。なお、救急患者として受け入れ、処置室、手術室等におい
て死亡した患者について入院料を算定する場合であっても、当該患者については、入院患者の数に計上しない。

様式９で扱う「患者数」は当該月から前１年間の入院患者の数の１日平均です。
例）令和７年６月の場合

令和６年７月１日から令和７年６月31日の１日平均入院患者数（小数点以下切り上げ）

（看護要員の数）
看護要員の数は、病棟において実際に入院患者の看護に当たっている看護要員の数であり、その算定に当たっては、看

護部長等（専ら、病院全体の看護管理に従事する者をいう。）、当該保険医療機関附属の看護師養成所等の専任教員、外
来勤務、手術室勤務又は中央材料室勤務等の看護要員の数は算入しない。
病棟勤務と外来勤務、手術室勤務、中央材料室勤務又は集中治療室勤務等を兼務する場合は、勤務実績表による病棟勤

務の時間を看護要員の数に算入する。

看護要員の数
・１勤務帯８時間で１日３勤務帯を標準
・看護部長、外来勤務者は看護要員の数に含めない。
・兼務の場合は算入できる。
・紹介予定派遣、育児休業の代替派遣者は算入できる
・看護補助者は派遣を含むが、請負方式は算入できない

看護要員の数 

   １勤務帯８時間で１日３勤務帯を標準 

   看護部長、外来勤務者は看護要員の数に含めない。兼務の場合は算入できる。 

   紹介予定派遣、育児休業の代替派遣者は算入できる。 

   看護補助者は派遣を含むが、請負方式は算入できない。 

Ａさん
変わって

はい

派遣職員には指示できる

業務請負には

指示できない

寝具の交換

が仕事
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【疑義解釈（R6.3.28）その1】
問25 入院基本料を算定する病棟において１日に看護を行う看護要員の勤務時間数は、当該病棟で勤務

する実働時間数のことをいうものであり、休憩時間以外の病棟で勤務しない時間は除かれるものである
が、院内感染防止対策委員会、安全管理のための委員会及び安全管理の体制確保のための職員研修を行
う時間、褥瘡対策に関する委員会及び身体的拘束最小化チームに係る業務時間も除かれるのか。

（答）入院基本料の施設基準の「院内感染防止対策の基準」、「医療安全管理体制の基準」、「褥瘡対
策の基準」及び「身体的拘束最小化の基準」を満たすために必要な院内感染防止対策委員会、安全管理
のための委員会及び安全管理の体制確保のための職員研修、褥瘡対策委員会並びに身体的拘束最小化
チームに係る業務及び身体的拘束の最小化に関する職員研修へ参加する時間に限り、当該病棟で勤務す
る実働時間数に含んでも差し支えない。 なお、参加した場合、病棟で勤務する実働時間としてみなされ
る委員会等及び研修は、「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて（令
和6年3月5日保医発第0305第5号）」の別添2の第1の2、3、4及び7の規定に基づき実施されるものである
こと。 なお、これに伴い、「疑義解釈資料の送付について（その7）」（平成19年4月20 日事務連絡）
別添1の問33及び「疑義解釈資料の送付について（その1）」（平成24年3月30日事務連絡）別添1の問22
は廃止する。

【現在,労働時間数に認められている研修・委員会等】
・委員会（３）

院内感染防止対策委員会、安全管理のための委員会、褥瘡対策委員会
・職員研修（２）

安全管理の体制確保のための職員研修 身体的拘束の最小化に関する職員研修
・業務（１）

身体的拘束最小化チームに係る業務 精神病室以外
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・医療に係る安全管理のための職員研修
・従事者に対する院内感染対策のための研修
・従事者に対する医薬品の安全使用のための研修
・従業者に対する医療機器の安全使用のための研修
・放射線診療に従事する者に対する診療用放射線の安全利用のための研修

医療法において義務付けられているもの 医療法第六条の十二、医療法施行規則第一条の十一

・安全管理の体制確保のための職員研修
・入院患者に係わる委員会を対象として、身体的拘束の最小化に関する研修
・「I014 医療保護入院等診療料」の施設基準 精神科診療に携わるすべての職員

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、隔離拘束の早期解除及び危機予防のための介入技術
等に関する 年2回

診療報酬の算定方法において義務付けられているもの 基本診療料の施設基準等（通知）

・精神科病院に虐待防止のための研修
「虐待防止の手法」「人権や権利擁護」「患者への関わり」など

精神保健福祉法によるもの 精神保健福祉法 精神保健福祉法
とは
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（夜勤における勤務）
夜勤」とは、各保険医療機関が定める午後10時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続する16時

間（以下「夜勤時間帯」という。）の間において、現に勤務することをいい、当該夜勤時間帯に現に勤
務した時間数を「夜勤時間数」という。

（夜勤者の数について）
夜勤は２人以上
看護職員２人以上（看護師又は准看護師２人以上）

精神病院入院基本料（特別入院基本料を除く）、精神科救急急性期医療入院料、
児童・思春期精神科入院医療管理料 など

看護要員２人以上（看護師又は准看護師で２人以上又は看護補助者と２人）
精神科急性期治療病棟入院料、精神療養病棟入院料、認知症治療病棟入院料
精神病棟入院基本料の注2（精神科特別入院基本料） など

（月平均夜勤時間数について）
特定入院基本料は該当しない。
計算は１か月・４週間でもどちらでも可能
同一の入院基本料は全体で計算
月平均夜勤時間数は72時間以下であること。

月平均夜勤時間数の計算
＝（月延べ夜勤時間数－夜勤時間に含めない者（夜勤専従者や夜勤時間数が８時間の者（※1））
÷夜勤従事者

※1 急性期一般、7対1、10対１の病棟は月夜勤時間数が16 時間未満 及び短時間正職員で月夜勤時
間数が 12時間未満
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（病棟勤務者と外来勤務等の兼務について）
兼務者の夜勤従事者数

＝病棟での月延べ夜勤時間数÷(病棟での月延べ夜勤時間数＋外来での夜勤時間帯での勤務時間数）

〇ある医療機関の様式９のシミレーション

夜勤時間の設定により、月平均夜勤時間の基準に違い
がでる。

例）　「夜勤時間」は　16時30分から翌8時30分　　勤務時間は8時30分から17時30分　休憩1時間
　　　外来勤務の看護師Ｂの勤務

7月1日から7月14日までは外来のみ勤務。　14日間のうち8日間出勤 

7月15から7月28日は16時30分まで外来勤務で16時30分から17時30分まで病棟勤務。 14日間のうち8日間出勤。 月延べ勤務

7月1日 7月2日 7月27日 7月28日 時間数

常勤 短時間 非常勤 他部署兼務 有 無 夜専 夜勤従事者 病棟日勤 8.00 8.00 8.00 8.00 128.00

1 0 0 0 1 0 0 1.00 病棟夜勤 1.00 1.00 ～ 1.00 1.00 16.00

総夜勤 1.00 1.00 1.00 1.00 16.00

常勤 短時間 非常勤 他部署兼務 有 無 夜専 夜勤従事者 病棟日勤 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

1 0 0 1 1 0 0 0.50 病棟夜勤 0.00 0.00 ～ 1.00 1.00 8.00

総夜勤 1.00 1.00 1.00 1.00 16.00

外来勤務中の「夜勤時間」が「総夜勤」に入る。

病棟のみ
看護師Ａ

外来兼務の
看護師Ｂ
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（申し送りに要した時間について）
夜勤時間帯の中で申し送りに要した時間は、申し送った看護職員の夜勤時間から 除いて差し支えない。

ただし、当該申し送りに要した時間の除外の有無については、原則として、同一の入院基本料を算定する
病棟全体において、月単位で選択すること。

●疑義解釈その１（H18.3.23）
（問10）申し送りで、二つの勤務帯が重複する場合はどのように考えるのか。
（答）申し送りについては、二つの勤務帯が重複する時間帯（たとえば、夜勤者から日勤者への引継ぎ時
間帯）が生じることとなるため、申し送りを受ける側の勤務時間帯における勤務時間数のみを計上するこ
と。

●疑義解釈その1（H30.3.30）
（問49）「夜勤時間帯の中で申し送りに要した時間は、申し送った看護職員の夜勤時間から除いて差し支
えない。」とされたが、①日勤帯での申し送りに要した時間は、申し送った看護職員の勤務時間から除か
なくてよいか。②時間を除くかどうかは、看護職員や日ごとに選択してよいか。
（答）①夜勤時間帯の取扱いと同様に、除いても差し支えない。②基本的には同一入院基本料単位かつ月
単位で選択すること。

例）看護師Ａが看護師Ｂ、看護師Ｃへ申し送る
申し送りに要した時間を看護師Ａの勤務時間に「含める」「含めない」は
同一入院基本料単位かつ月単位で選択できる。
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※1 入院基本料については5%～10%を控除
した点数を算定

※2 医学管理、在宅等、受診日の投薬を除
き処方料、処方箋料は算定できない。
「慢性維持透析患者外来医学管理料」
は算定できる。

※3「ガンマナイフによる定位放射線治療」
等は算定可能。

※4 特定入院料については5%～40%を控除
した点数を算定

【明細書への記載事項】
入院医療機関においては、診療報酬明

細書の摘要欄に、「他医療機関を受診し
た理由」、「診療科」及び「○他（受診
日数：○日）」を記載すること。ただし、
(6)のウの特定入院料等を10％減算する
場合（ただし書に該当し５％減算する場
合を含む。）には、他医療機関のレセプ
トの写しを添付すること。

【第3の1の(5)】
レセプトの写しの添付が困難である場

合 には、受診した他の保険医療機関の
名称、所在都道府県名（都道府県番号で
も可）及び医療機関コードを記載するこ
と。外来診療を行った保険医療機関は、
レセプトの「摘要」欄に、「入院医療機
関名」、「当該患者の算定する入院料」、
「受診した理由」、「診療科」及び「他
（受診日数：○日）」を記載すること。
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例えば、当院へ通院している患者が精
神科以外のＡ病院へ入院し、外出して
本人が薬を貰いに来たケース

・保険請求できる
再診料と通院精神療法は保険請求。

・保険請求できない
投薬料（処方料、処方箋料）を
Ａ病院へ消費税込みで請求する。

【外来側のレセプトの記載の仕方)】
摘要欄に「入院医療機関名」、「当

該患者の算定する入院料」、「受診し
た理由」、「入院している診療科」お
よび「（受診日数：○日）」を記載し
ます。

外泊期間中の入院料等について
・入院基本料の基本点数の15％、特定入院基本料の15％
・精神及び行動の障害の患者について治療のための外泊は30％

ただし、連続３日かつ同一歴月６日以内に限る
※「外泊」とは0時から24時まで間 病院へいないこと ２泊３日で初めて「外泊」１日
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入院の日とは、入院患者の保険種別変更等の如何を問わず、当
該保険医療機関に入院した日をいい、保険医療機関ごとに起算
する。

Ａ傷病により入院中の患者がＢ傷病に罹り、Ｂ傷病についても
入院の必要がある場合（例えば、結核で入院中の患者が虫垂炎
で手術を受けた場合等）又はＡ傷病が退院できる程度に軽快し
た際に他の傷病に罹り入院の必要が生じた場合においても、入
院期間はＡ傷病で入院した日を起算日とする。

（特別の関係への再入院）
保険医療機関を退院後、同一傷病により当該保険医療機関又は当該保険医療機関と特別の

関係にある保険医療機関に入院した場合の入院期間は、当該保険医療機関の初回入院日を起
算日として計算する。
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●酸素の購入価格に関する届出（毎年2月15日まで）

●向精神薬多剤投与に係る報告について（毎年度4月、7月、10月、1月）

●精神科デイ・ケア等の実施状況に係る報告（毎年10月）

●精神療養病棟入院料の注4に掲げる重症者加算1の報告（毎年3月末まで）

●ベースアップ評価料（賃金改善計画書）報告（毎年6月30日まで）

●ベースアップ評価料（賃金改善実績報告書）報告（毎年8月31日まで）

●データ提出加算提出（3月分をまとめて、4月、7月、10月、1月）

〇施設基準の定例報告と自己点検 8月1日現在（毎年8月）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

酸素 〇

向精神薬多剤投与 〇 〇 〇 〇

精神科デイ・ケア等 〇

重症者加算1の報告 〇

ベースアップ評価料
（賃金改善計画書）

〇

ベースアップ評価料
（賃金改善実績報告書）

〇

データ提出加算 〇 〇 〇 〇

8月1日定例報告 〇



8月26日（火）集合・WEB
エル・ソーラ仙台 研修室

テーマ未定

次回 病院事務管理者
ネクスト研修会

懇親会会場のお知らせ
ﾒﾄﾛﾎﾟﾘﾀﾝｲｰｽﾄ
ﾌｫﾚｽﾄｷｯﾁﾝ ｳｨｽﾞ ｱｳﾄﾄﾞｱ ﾘﾋﾞﾝｸﾞ

17時30分から 6,000円
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●講演者（沼田周一）R7.7.1
安田病院事務長 認定登録医業経営コンサルタント 施設基準管理士 宮城県精神科病院医事研究会代表
病院事務管理者ネクスト研修会主宰 宮城県精神科病院事務長会会長 宮城県非官公病医院事務長会役員
日本医業経営コンサルタント協会宮城県副支部長 日本施設基準管理士協会東北ブロック副代表
日本医療・病院管理学会会員 日本精神神経学会会員 他

※ この資料は、講師が独自に作成したもの又は厚生労働省公表資料を転用又は一部改編

    したものです。

※ 講師作成のものは 使用・加工・転載は自由です。


	スライド 1: 精神科診療報酬 算定と施設基準の注意点
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4: 「持続可能な社会保障制度の構築」2025.4.23 財務省資料
	スライド 5: 「持続可能な社会保障制度の構築」2025.4.23 財務省資料
	スライド 6: 「持続可能な社会保障制度の構築」2025.4.23 財務省資料
	スライド 7: 「持続可能な社会保障制度の構築」2025.4.23 財務省資料
	スライド 8: 「持続可能な社会保障制度の構築」2025.4.23 財務省資料
	スライド 9: 「持続可能な社会保障制度の構築」2025.4.23 財務省資料
	スライド 10: 「持続可能な社会保障制度の構築」2025.4.23 財務省資料
	スライド 11: 「持続可能な社会保障制度の構築」2025.4.23 財務省資料
	スライド 12: 「持続可能な社会保障制度の構築」2025.4.23 財務省資料
	スライド 13: 「持続可能な社会保障制度の構築」2025.4.23 財務省資料
	スライド 14: 診療報酬算定について　　（注意点　ピックアップ）
	スライド 15: A000 医療DX推進整備加算
	スライド 16
	スライド 17: A214 看護補助加算
	スライド 18: A214 看護補助加算
	スライド 19: A214注4 看護補助体制充実加算
	スライド 20: A230 精神病棟入院時医学管理加算
	スライド 21: A245 データ提出加算と入院料
	スライド 22: A245 データ提出加算
	スライド 23: A245 データ提出加算のスケジュール
	スライド 24: A246-2 精神科入退院支援加算
	スライド 25: A246-2 精神科入退院支援加算
	スライド 26: A250 薬剤総合評価調整加算
	スライド 27: D283 発達及び知能検査 D284 人格検査 D285 認知知能検査その他の心理検査
	スライド 28: I002 通院・在宅精神療法
	スライド 29: 精神疾患とは
	スライド 30: 算定要件に必要時間がある主な項目
	スライド 31: 算定期間に制限がある主な項目
	スライド 32: 精神科で算定出来そうでできない項目
	スライド 33: 連携が必要な主な項目
	スライド 34: 精神科の重複算定 できない主な項目
	スライド 35
	スライド 36: 向精神薬と抗精神病薬、抗不安薬、 抗うつ薬、睡眠薬の違い　
	スライド 37: 様式９など
	スライド 38: 様式９関連（看護職員等の実質配置）
	スライド 39: 様式９関連（看護職員等の実質配置）
	スライド 40: 様式９関連（看護職員等の実質配置）
	スライド 41: 職員研修について
	スライド 42: 様式９関連（看護職員等の実質配置）
	スライド 43: 様式９関連（看護職員等の実質配置）
	スライド 44: 様式９関連（看護職員等の実質配置）
	スライド 45: 入院中の患者が他医療機関の外来で診察・治療
	スライド 46: 入院中の患者が外来に来た時の算定
	スライド 47: 入院期間の計算について
	スライド 48: 提出を忘れずに！
	スライド 49
	スライド 50: ご清聴ありがとう ございました。

